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基本情報 地域連携・地域移行における都道府県の現状・課題

1.自治体の基本情報

・本府では生徒数減少により、地域によっては
学校部活動の成立が困難な種目もある一方
で、現在の学校部活動としては成立している
地域もある。
・学校部活動は、教師の献身的な勤務によっ
て支えられており、長時間勤務の要因や、指
導経験のない教師には多大な負担となってい
るケースも見られる。
・市町（組合）教育委員会ヒアリングにおいて、
地域移行に係る検討委員会の設置や、受け

皿の予定、また各地域における実情把握のア
ンケートの実施状況等、地域連携・地域移行
を進めるに当たっての体制が整っていない地域
があることを把握できた。
・実証自治体においては、事業を進めるに当
たって、全国的な検討課題（指導者、費用
負担）に加え、既存の学校部活動との調整
やトラブル対処の体制整備の検討等、より具
体的な課題が出てきている。

面積 総面積
4,612.21 k㎡

人口 1,082,862 人

公立中学校数 96 校

公立中学校生徒数 28,064 人

部活動数 1,008 部活

都道府県の協
議会・検討会議
等の設置状況

設置済

都道府県の推進
計画・ガイドライン
等の策定状況

策定済 ※上グラフ：数値は文部科学省学校基本調査による回答から作成

※右グラフ：市町（組合）教育委員会ヒアリングより

地域移行に係る検討委員会設置状況

R５

R６

❶設置済み
❷当年度設置予定
❸次年度以降設置に向けて検討中
❹その他
（R6では現時点では設置の検討に至っていない）
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（都道府県における推進体制図）

●行政組織内での役割分担
◉教育委員会
・知事部局・府スポーツ協会との三者連携による推進
・京都府地域クラブ活動推進検討委員会事務局設置
・モデル地域における実証事業の検証
・各地域の地域移行体制づくりへの支援
・各地域への情報発信

◉知事部局
・府教委、府スポーツ協会との三者連携による推進
・市町村スポーツ所管課への連絡

令和６年４月 実証事業参加自治体への説明会
（オンライン）
モデル地域事業開始

令和６年６月 部活動地域連携・地域移行コー
ディネーター配置

市町（組合）ヒアリング

令和６年８月 第１回京都府地域クラブ活動推進
検討委員会

令和６年９月 地域クラブ活動説明会

令和６年10月 第２回京都府地域クラブ活動推進
検討委員会

令和６年11月 公開地域クラブ活動

令和７年２月 第３回京都府地域クラブ活動推進
検討委員会

令和７年３月 指導者研修動画の作成・配信

研究成果の発信
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取組内容

2.実証内容と成果

①京都府地域クラブ活動推進検討委員会
によるモデル地域の実証事業への助言

②京都府地域クラブ活動推進検討委員会
における「運動部会」「文化部会」の連携

③ 「京都府学校部活動及び地域クラブ活
動推進指針」の作成

④ 「京都府学校部活動及び地域クラブ活
動推進指針」の周知（市町（組合）教
育委員会、首長部局、市町村スポーツ
協会、競技団体等）
⑤コーディネーターを配置し、市町（組合）
教育委員会へのヒアリングの実施

⑥コーディネーター派遣による各地域での具
体的協議への助言

①検討委員会の中でモデル地域から報告いただき、委員
への取組状況の共有、質問・助言の場を設けることが
できた。

②市町（組合）教育委員会内では、 運動部と文化部
を兼ねて担当されているところが多く、「運動部会」、「文
化部会」合同で実施することで連携を図り、取組内容
の共有を行った。

③令和６年度コーディネーター派遣実績
・令和４年度から実施のアドバイザー派遣を、令和６年
度はコーディネーター派遣として実施、２地域で利用申
請をいただいた。
・令和７年度実証事業参加予定の自治体からも活用
いただいた。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

○市町（組合）教育委員会ヒアリングによる実態把握
○コーディネーター派遣
宇治田原町（11/9）、木津川市（1/23)

○公開地域クラブ活動の実施（宇治田原町（11/9））

地域での進捗に差が大きいことから、多くのモデルから各地域の課題に応
じた地域連携・地域移行の取組の紹介・周知がより一層必要となる。引
き続き、京都府地域クラブ活動推進検討委員会の継続設置、令和７
年度からは、担当者による定期的なオンラインミーティングを計画し、課題
等について検討していきたい。

※上グラフ：市町（組合）教育委員会ヒアリングより
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2.実証内容と成果

①市町（組合）教育委員会ヒアリングの実施および既存人材バン
クの保有状況、受け皿団体の予定（見通し）について状況把握

②関連団体との打合せ、府内実証事業の情報共有による人材確
保に向けた方策の検討

③府スポーツ協会と連携し、指導者資格や資質向上の研修会、人
材バンク等、課題解決の方策を検討

市町（組合）教育委員会ヒアリングの結果、⑥地域連携・地域移行
後の地域クラブの受け皿となる団体の予定の有無（競技団体、地域ボ
ランティア、大学生、保護者ボランティア等含む）について、９％の市町が
予定あり、26%の市町が一部の部活動で予定あり、65%の市町が目
途が立っていないと回答した。
また、⑫地域における既存の人材バンク（名簿一覧のようなものを含
む）の有無については、22%の市町がありと回答し、74%の市町がなし
と回答した。

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①
取組事項

取組の成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

各地域の既存バンクを
本府ＨＰ上等で公開
する。
【メリット】実用的。既存
バンクも活用可
【デメリット】人材バンク
がない地域は立ち上げ
の必要あり。

既存バンクの紹介
人材バンクの在り方の検討

【府内市町（組合）教育委員会ヒアリング結果】

既存システムの活用
【メリット】経費不要
【デメリット】実際の活用
頻度が見込めない。

【メリット】専門業者が手
掛ける。見栄えが良い。
【デメリット】初期費用が
膨大。また、ランニングコ
ストが課題

民間委託

電子申請システムを用い
て登録者を募る方法。
【メリット】・【デメリット】は
同上

電子申請の活用

取組内容
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取組内容

2.実証内容と成果

地域クラブ活動における適切な指導の在り方が課題となる中、指導する
ことの意義や目的を改めて理解し、その適切かつ効果的な指導の在り方
について見解を深め、体罰の根絶や不適切な行為の防止を図るとともに、
指導者の資質向上を図るために、動画を作成し、配信
対象：府内の運動スポーツの指導に関わる者
内容：①スポーツインテグリティ

・指導者に求められるコンプライアンスと倫理規範
・体罰の定義、体罰の陰に隠れた暴言や不適切な指導
・不適切な行為（わいせつ行為）、セクシュアル・ハラスメント
の防止 等

②運動部活動指導ハンドブック（保健体育課）

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保②

指導者研修の内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

・開催日： オンデマンドによる動画配信により開催（３月配信）
・開催回数： オンデマンド形式（個々に受講可能）
・参加人数： 無制限（繰り返し視聴可能）
時間的な制約や指導者への負担を考慮し、幅広く活用いただけるよう、
オンデマンドによる動画配信の形式で実施。指導に最低限必要となる基
本事項（コンプライアンス等）を中心に、府スポーツ協会と連携し作成。

○地域の人材を確保するために、人材バンクの在り方や人材発掘の方
法等を研究し、提示していく。

○指導者の確保における府スポーツ協会等関係部署との連携、役割分
担が引き続き必要となってくる。

○通常勤務と兼業兼職による労働時間の管理について、解決方策等、
実証実例を増やし、府内に周知していきたい。

○今年度に配信の指導者研修動画の周知・活用を引き続き行う。
○今後も府スポーツ協会と連携しながら、指導者研修を実施したい。

取組の成果

○仕事や練習時間との関係上、参集型の研修会に参加が難しい地域
クラブの指導者の方にも研修を受けていただける動画視聴形式として
実施することができた。

○年度途中に指導を開始する指導者等、様々な状況にある地域クラブ
に携わる指導者への研修動画の活用を想定

○内容について、府スポーツ協会等関連部署と打合せを行い、連携する
ことができた。

指導者研修の参加実績
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取組内容

2.実証内容と成果

①京都府地域クラブ活動推進
検討委員会における関係団体
との連携強化
②府スポーツ振興課、府スポー
ツ協会と連携した「モデル地域に
おける公開地域クラブ活動」の
実施
③府スポーツ振興課、府スポー
ツ協会と連携した「市町村・首
長部局スポーツ担当、スポーツ
協会向け説明会」の実施

①本府の「指針」について、府スポー
ツ協会主催の会議にて、市町村
スポーツ協会や競技団体への説
明を行う等、周知を図った。

②説明会の共催により、府スポーツ
協会及び府スポーツ振興課と連
携を図った。

引き続き関係団体・分野との連携強化を行
うことに加え、市町（組合）教育委員会間
で広域に事業に取り組む場合の連携の方策
が必要である。
令和５年度に予定していたが実施できな
かった地域住民・学校関係者向け説明会等、
関係者の認知と理解を深める周知方法を検
討する。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針
○府スポーツ振興課
市町村首長部局への検討委員会開催案内
の協力・オブザーバー参加、説明会共催 等
○府スポーツ協会
検討委員としての参加、説明会共催、総合
型スポーツクラブやスポーツ少年団等への説明
会案内 等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

関係部署との連携等の実績 ○関係部署との打ち合わせ
・人材バンクの研究に関する会議
年間 計３回実施
府スポーツ振興課、府スポーツ協会
・指導者研修動画打合せ
府スポーツ協会

○政令指定都市（京都市）との連携・情報共有
検討委員会での状況報告、説明会へのオブザー
バー参加等情報交換を深めた。

【府内市町（組合）教育委員会ヒアリング結果】
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

○地域クラブ活動説明会による先進地の取組事例の説明・紹介
意見交流
・令和６年度 京都府地域クラブ活動説明会
〜 組織的な体制づくりを目指して 〜 令和６年９月９日（月）開催
基調講演『部活動の地域連携・地域移行に関する取り組みについて』
講演講師 山口県観光スポーツ文化部スポーツ推進課 主任 山本聡氏
⇒先進地の取り組み事例を、基調講演、対談により伺った後、小グルー
プでの意見交流を実施、「組織的な体制づくりを目指して」をサブタイト
ルとし、各地域での取り組み状況や課題の共有、解決策のヒントを探っ
た。

○検討委員会【午後の部】での実証事業自治体の取り組みの紹介と協議
令和６年10月28日（月）、令和７年２月21日（金）

取組の成果

今後の課題と対応方針
○府内においても、中学校生徒数の減少が顕著な地域と、増加している
地域があり、地域により実情は様々である。

○令和６年度は地域クラブ活動説明会において、本府同様に多様な地
域での様々な取組のある山口県から講師を招き、事例の説明・紹介を
いただいた。また、検討委員会【午後の部】として、実証事業参加自治

体から実証事業に参加していない他市町（組合）教育委員会に向け
ても取り組み内容の説明を行った。

○兼業兼職の府の取り扱いは引き続き関係部署と協議・検討中である。
○令和７年度も府内の実証事業を継続するとともに、全国・府内の実証
事業の成果を周知し、各市町が課題に見合った事例を選択できるよう
支援を行う。

※上グラフ：数値は文部科学省学校基本調査による回答から作成

府内公立中学校生徒数推移
～（市町（組合）教育委員会別～
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

モデル地域拡充による実証事業の支援
・実証事業を行う自治体に対し、地域クラブ活動の担い手となる運営主体・実施主体が活動するための設備充実や指導者が実技指導を行う際の費用
負担について支援する。（⇒本委託事業を活用）
・地域連携・地域移行の実現に時間を要する場合、従来の学校部活動を継続しながら、可能な限り早期の実現を目指して着実に取組を進めることにな
るため、市町村に対し、学校部活動へ部活動指導員の配置について支援する。（⇒別途、国の補助事業を活用）

活動の詳細

令和６年度モデル地域 八幡市、京田辺市、宇治田原町、精華町、綾部市、福知山市、舞鶴市、宮津市

府内の実証事業実施自治体による取り組み内容を共有し、各地域が部活動の地域連携・地域移行に係る検討委員会等での協議等を行う上での
手がかりとすることを目的とし、地域クラブ活動推進検討委員会と同日に、午後の部として、実証事業参加自治体による他市町（組合）教育委員会
向け説明を実施。実証事業の取り組み内容の周知と、意見交流・質疑を行った。

・第１回 10月28日午後 オンライン参加のみの形式で実施
・第２回 ２月21日午後 会場参加とオンライン参加のハイブリッﾄﾞ型とし、小グループでの意見交流を行った。

第１回のオンラインのみでの開催では質問が少なかったこと等を踏まえ、第２回では、会場参加に加え、小グループに分かれてのブレイクアウトルームで
の意見交流・質疑を行い、充実した内容となった。次年度も引き続き、各自治体が情報共有や意見交流をしやすい形式での実証事業自治体による取
り組み内容の周知を行う。

取組の成果

今後の課題と対応方針
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等➀

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

〇今年度、府立学校において、２校で開放型地域クラブの設立に向け、イベント開催等を行った。
設立後の参加者に期待。
〇受益者負担については、一部のクラブ（種目）においては、一定の理解があると推察される。
〇運営課題について
・指導者が限られており、負担が大きい。（指導と校務の両立）（持続可能なクラブ運営）
・参加者を増加させたい（中学生への周知が課題）
・保護者の送迎がしやすい曜日や時間を検討する必要がある。

取組の成果

〇府立学校への開放型地域クラブの新規設置及び活用整理
府立学校が持つ優れたスポーツ資源（施設、指導者等）を活用した、総合型地域スポーツクラブ「開放型地域クラブ」を新規設置し、学校部活動の
新しい活動スタイルの受け皿として中学生を支援する。

①令和６年度の設立に向けて進めていた２校について、設立を完了させ、持続可能な取組を進めていきたい。
②現在休止中のクラブ（３校）に対し、持続可能な取組の進め方等提案しながら、継続実施できるよう助言していきたい。
③参加者については、経年比較できるよう調査を継続したい。
④新たな活動スタイルとして、府立学校のスポーツ資源を活用したクラブが、定着するよう研究を継続したい。

100

145 142

36
0

50

100

150

200

小学生 中学生 高校生 社会人

参加者 （総数423名）(人)
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

〇府内４校へアンケート調査を行った。調査の結果、所在地の教育委員
会との連携を図っていると回答した学校は０校、休日の部活動について地
域連携・地域移行の意向があると回答した学校は２校であった。
〇中学校部活動の指導運営体制についての課題
・中学校所属の教員が限られているため顧問不足
・部活動の数に対しての教員数が少なく、指導運営が難しい。
・生徒数に対して入部できる部活動の選択肢が多く、単独チームが組めな
い時もある。
・顧問が部活動を兼務していることが多く、負担が大きい。

取組の成果
〇高等学校の部活動指導運営体制についての課題
・専門外の種目を教えることが不安である。さらに、外部指導者も含め人
材確保が困難
・中高大会日程が違うため、引率や審判が大変
〇地域連携・地域移行についての意見（自由記述）
・地域連携・地域移行がどのような形になるのか、具体的に分からず、不
安である。
・週末の部活動については、設置者の枠組みを超えて、近隣の市町村の
動きに合わせて進めてほしい。

〇府立高等学校附属中学校の現状把握
府立高等学校附属中学校の学校部活動の現状を把握し、休日の学校部活動の見直しに向けて検討を開始する。

①地域連携・地域移行の周知・・・自治体向けの説明会が多く、附属中学校向けに各校の特徴をいかせるよう周知と助言を行う。
②枠組みを超えた連携の研究・・・中高の連携等、校内で考えるだけではなく、地域や所在地自治体と積極的に連携した部活動の活性化ができる方策を
検討する。
③人材の確保のための手立ての提示・・・地域の人材を確保するために、人材バンクの在り方や人材発掘の方法等を研究し、提示する。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ク：その他の取組

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

➀「京都府学校部活動及び地域クラブ活動推進指針」について、今後、京都府の部
活動改革の取組状況の定期的なフォローアップを行いながら、全国の進捗状況等にも
勘案し、見直し等を検討する。
②積極的かつスピーディな情報発信を行い、府の取組の情報共有及び周知を行う。
③庁内においても、学校教育課だけでなく特別支援教育課、社会教育課と連携を図
る。

取組の成果

①指針の周知
○オンデマンドによる説明動画の配信
○府スポーツ協会開催会議での説明
・市町村スポーツ協会向け
・競技団体向け

②情報発信
○本府検討委員会及び説明会議事録のＨＰ掲載による
取り組み内容の周知
○国の動向のお知らせ

「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する
実行会議実行会議」等、開催情報の情報提供

①京都府学校部活動及び地域クラブ活動推進指針の周知
②ホームページの充実と積極的な情報発信
・府民や地域等の各種関係団体や組織へ情報発信を積極的に行い、理解や協力を得る。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

○全国・府内の実証事業の成果を周知し、各市町が課題に見合っ
た事例を選択できるよう支援を行う。

○各市町（組合）教育委員会が、他自治体の取組状況の情報
共有が行えるような場を設定する。

○本事業について学校関係者の認知が低い状況であることから、今
後の周知方法についても検討したい。

●今後に向けて

①令和５年度の実証事業に参加した市町は２市１町、拠点校数は15校、
地域クラブ活動に取り組んだ部活数は12部活であった。
②令和６年度の実証事業に参加した市町は６市２町、拠点校数は29校、
地域クラブ活動に取り組んだ部活数は53部活に増加した。その内、文化部
実証事業の参加は３市町（令和５年度：１町）であった。
③京都府地域クラブ活動推進検討委員会を年３回開催するとともに、内容
充実を図り、実証事業の検証に活かすことができた。
④京都府は、単に学校部活動を学校から切り離すということではなく、地域全
体で子どもたちの多様なスポーツ・文化芸術の体験機会を確保する考えを
「学校部活動からの新しい活動スタイル」として示しており、学校や地域の実情
に応じた地域連携・地域移行を進めていく。
⑤改革推進期間においては、少子化等により、子どもたちの活動の存続にあ
る地域・学校・学校部活動単位から地域移行を進める視点で地域クラブ活
動の支援に努める。また、学校部活動を継続する場合も、地域人材の活用
など教員の働き方改革を踏まえた部活動改革を進めていく。

○地域移行に係る検討委員会設置数の増加
市町（組合）教育委員会ヒアリングを継続的に実施し、実情把
握を行い助言を進めていることで、検討委員会設置数が増加して
いる。
○各自治体での実態把握（調査）を行った自治体数の増加
各自治体において学校、保護者、生徒、教職員へのアンケート等
調査の実施
○令和７年度 実証事業に取り組む参加希望自治体数の増加
令和６年度 ８市町⇒ 令和７年度 10市町（予定）
⇒令和６年度本府コーディネーターの配置により市町村からの個
別相談に対応できたことや、総括指導主事による指針の周知・
説明等の成果ととらえている。
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2.実証内容と成果②

【地域クラブ活動説明会 広報】

○本府検討委員会については一般傍聴を可としており、地域クラブ説明
会や公開地域クラブにおいても記者クラブへ広報を行う等、広く周知に
努めている。

○各市町（組合）教育委員会において、実態把握済みの自治体が約
半数となり、令和６年度末には６割に達する見込み。府内の検討委
員会の設置数の増加と合わせ、各自治体において、着実に取り組みが
進んでいる。

アンケート結果・広報資料

※上グラフ：市町（組合）教育委員会ヒアリングより

R５

R６

実態把握
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果③

【京都府地域クラブ活動推進検討委員会 開催状況】

【学校部活動及び地域クラブ活動推進指針 説明動画配信】 【京都府地域クラブ活動 説明会 開催状況】

【公開地域クラブ活動 実施】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

令和３年
○モデル地域による実践研究スタート
京丹波町・舞鶴市

○本府検討委員会の設置
有識者により構成された組織による各種課題

への検討開始

令和５年
○モデル地域による実証事業の実施
・舞鶴市における継続実施
・宇治田原町、福知山市 新規実施
○市町（組合）ヒアリングの実施
○先進地を招いた説明会の実施
○本府検討委員会の継続設置・検討
（名称変更及び文化部の追加）
○京都府学校部活動及び地域クラブ活動推進
指針の作成・配付

令和７年
○モデル地域による実証事業の実施
○コーディネーターの配置及び地域連携・地域移
行の状況把握

○附属中学校の休日部活動整理
○開放型地域クラブの新規設置
○府立学校施設の活用促進
○人材バンクの設計
○資質向上等の指導者研修会の開催

令和３年

検討委員会設置、
検討開始

実証モデルの増
加、指針周知・
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置

令和５年 令和８年以降

方針の参考資料
の作成、配付

各地域の状況
把握、
府指針の作成

情報交換の場の
提供、
事例紹介

各地域の実情に
応じた取り組みの
さらなる推進・支
援

令和４年
○モデル地域による実践研究の継続実施
京丹波町・舞鶴

○各種セミナー、説明会の実施
○本府検討委員会による府の方針の参考資料
の作成、本府から市町（組合）教育委員会
への配付

令和６年
○モデル地域による実証事業の実施
・宇治田原町、福知山市、舞鶴市における継
続実施、新規市町の参加
・他市町（組合）教育委員会への取組の周知
○本府の部活動地域連携・地域移行コーディ
ネーターの配置、ヒアリングの継続実施

○先進地を招いた説明会による取り組み事例の
紹介

令和８年以降
子どもたちにふさわしいスポーツ・文化芸術活動
を着実に増加
○休日の地域クラブ活動の検証と
平日の地域連携・地域移行の可能性の検討

○府立附属中学校における新しい活動スタイルへ
の移行

○持続可能な体制の支援
○中学生向け地域クラブ活動ガイドブックの作成

令和６年 令和７年令和４年

2.実証内容と成果④
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課題 手立て成果

令和７年度

〇上半期は外部指導者として顧問と活動し、下半期は町指導者へとス
ムーズな移行ができた

〇参加者及び保護者の満足度が非常に高い
〇スクールバスの運行
〇期間を決めて休日部活動を中止。多くの生徒が地域クラブに参加した
〇コーディネーターを中心に校長と連携し、『学校のニーズを優先とした地域
移行』を推進

〇地域の指導者及び教職員アンケートの実施
〇地域の団体との連携（運営方法等の共有）ができた
〇休日の自走に向けて整備の必要はあるが、可能であると感じた
〇競技に制限されない体制づくりができた
〇指導者、顧問、教職員、小中保護者への説明会実施
〇中３生も続けられる環境づくりができた

〇地域の人材確保
〇青年前期(中学生)のスポーツ活動が十分に
確保できない

〇受益者負担についての理解を得るための丁寧
な説明

〇休日の部活動が負担と感じている割合64％
〇部活動数の地域格差
〇実施場所の確保困難
〇多様な活動を体験する機会の保障
〇首長部局との連携
〇環境づくりの創出

令和３年度・令和４年度

○手立て１
全国・府内の実証事業の成果を紹
介し、各市町が課題の解決に役立てら
れるよう支援

○手立て２
各市町（組合）教育委員会が、

他自治体の取組状況の情報共有が
行えるような場の設定

○手立て３
人材・場所・送迎・用具・運搬等に
係る様々な関係部署や学校関係者の
認知向上に向けた周知

○手立て４
各地域の運営団体・実施主体の実

態把握と体制づくり

令和５年度・令和６年度

上記に、令和７年春頃に国から示される最終
とりまとめを反映しながら進める。

〇平日と休日の指導方法の矛盾
〇パラスポーツやアーバンスポーツへの関心
〇部活動やクラブに所属しない（関心のない）生徒へのいざない
〇保護者の負担（経費、送迎等）
〇教員の兼業兼職による土日勤務
〇指導者の高齢化
〇平日の部活動とのつながり

〇検討委員会の設置
〇専門的な指導者による知識・技術の提供

(専門的指導力不足の解消)
〇人数不足による部活の制限が解消
〇新しい友人との交流を実感
〇教員の休日のライフスタイル及び心身の疲労感の改善
〇平日と異なる指導者による、新しい学びを実感

2.実証内容と成果⑤

令和３年度から令和６年度の取組と、今後に向けて
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

京都府 福知山市

自 治 体 名 ：
担 当 課 名 ：
電 話 番 号 ：

京都府福知山市

0773-24-7063
教育委員会学校教育課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

本市の運動部活動は、軟式野球、ソフトボー
ル、バレーボール女子、バスケットボール男女、ソ
フトテニス男女、卓球男女、陸上競技男女、柔
道、剣道、サッカーの10種目80部活動が活動
している。
しかし少子化が進行する中、団体種目では、
地域クラブに登録する生徒が増えたことで、単独
でチーム編成できなくなり、合同チームでの大会
参加が増えるなど、従来の部活動の枠組みでは
生徒のスポーツ・文化芸術活動を維持すること
が年々厳しくなっている。
加えて、生徒数や受け皿となる団体の有無、
指導者数、そしてこれまでの学校部活動に対
する意識など、市内9中学校や種目ごとに異な
る実態があり、それぞれの状況に応じた移行の
仕組みを検討する必要がある。
また、本市は京都府で3番目に広い市域を有
しており、合同で活動を行うための送迎問題も
大きな課題である。
さらに、各種目の協会や連盟の役員が高齢化
しており、協会や連盟に運営を担ってもらうことは

非常に困難であると考える。

面積 552.54 k㎡

人口 74,513 人

公立中学校数 ９ 校

公立中学校生徒数 1,928 人

部活動数 80 部活

市区町村の協
議会・検討会議
等の設置状況

設置済

市区町村の推進
計画・ガイドライン
等の策定状況

令和7年度策定
予定
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会
・学校教育課：検討会議事務局

事業運営担当、関係団体との調整

◉首長部局
・文化・スポーツ振興課：検討会議委員及び事務局

令和６年６月 総括コーディネーター委嘱

第１回検討会の開催

ホリデークラブ（サッカー）の開始

令和６年７月～ 各競技団体等との協議開始
参加募集開始

令和６年８月 第２回検討会の開催

令和６年９月 ホリデークラブ(R6新規種目等)の
開始

令和６年10月 第3回検討会議の開催

令和６年12月 第4回検討会議の開催

令和７年１月 体験会の実施

令和７年２月 第5回検討会議の開催

アンケート調査（対象：小学生・中
学生・その保護者・教職員）

令和７年３月 第６回検討会議の開催
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること
中学校数 ９ 校 実施した地域クラブ総数 ６クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） ５ クラブ（14 部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） １ クラブ

全体の指導者数 33 人 全体の運営スタッフ数 ６人

②各クラブに関すること

クラブ名 運営団
体種別

種目
※新規のものは末
尾に（新）を付ける

実施回数 実施時
間帯

参加者
（学年別） 実施期間 活動場所 指導

者数
運営スタッフ数
（他クラブと兼務） 会費 大会参加方

法

ホリデークラブ 市町村
運営 サッカー 月２回 午前9時

～正午
1年生1人
2年生12人 6～3月 中学校

グラウンド 10人 ６人
（6人）

参加者負担
なし

中体連：
部活動
その他：
地域クラブ

ホリデークラブ 市町村
運営 ソフトボール 月４回 土曜日

午前
1年生1人
2年生10人 ９～3月 中学校

グラウンド ６人 ６人
（6人）

参加者負担
なし 中体連：

部活動

ホリデークラブ 市町村
運営

（新）
バスケットボー
ル男子

月２回 午前9時
～正午

1年生８人
2年生８人 9～3月 中学校

体育館 ３人 ６人
（6人）

参加者負担
なし 中体連：

部活動

ホリデークラブ 市町村
運営

（新）
バスケットボー
ル女子

月２回 午前9時
～正午

1年生16人
2年生3人 9～3月

中学校
体育館 ３人 ６人

（６人）
参加者負担
なし 中体連：

部活動
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

クラブ名 運営団
体種別

種目
※新規のものは末尾
に（新）を付ける

実施回数 実施時
間帯

参加者
（学年別） 実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数

（他クラブと兼務） 会費 大会参加方法

ホリデークラブ 市町村
運営 （新）剣道 月2回 午前9時

～11時
1年生6人
2年生12人 10～3月 民間スポーツ施設 ５人 ６人

（6人）
参加者負担
なし 中体連：部活動

ホリデークラブ 市町村
運営

（新）
バレーボール
男子

月2回 午後1時
～４時

1年生5人
2年生2人 9～３月 中学校体育館 ６人 ６人

（6人）
参加者負担
なし ―

③その他、体験会やイベント等の開催実績
●中学校部活動地の体験会を実施
概 要：小学校５・６年生を対象にR6年度実証種目（サッカー、ソフトボール、バスケットボール男女、剣道、

バレーボール男子）について、複数種目をローテーションし多様な文化・スポーツ種目にふれあえる機会
を設ける。

ねらい：部活動地域移行の理解を深める。
多様な種目に触れることで、今後の文化・スポーツに幅をもたせる。
競技人口が減っている種目に関心を持ってもらう一助とする。

日 時：令和７年１月25日（土） ９時～午後０時30分
場 所：S-LAB（旧天津小学校）
申込人数：11人 参加者数：９人（男子9人、女子0人）
当日は、男子のみの参加であったが、２グループに分かれて、３種目に挑戦した。各種目の内容は競技団体に
依頼し、ホリデークラブの指導者に指導してもらった。
参加者からは、「いつもとは違うスポーツができて楽しかった」、「進学する中学校にない種目を体験でき、中学生
になってもやってみたい」という声を聞き、地域移行について周知することができた。
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目 男子バレーボール

運営団体名 福知山市

期間と日数 10月6日 ～ 3月16日
月２回程度

指導者の主な属性 協会員

活動場所 桃映中学校体育館

主な移動手段 自転車、保護者送迎

１人あたりの参加会費
等（年額） 参加負担なし

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

●ホリデークラブ 活動概要

●統括責任者
役割：活動における管理者として、市教委、保護者との調整を行う

●指導者 ６ 名
役割：活動において、生徒への指導を行う

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等
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取組内容

2.実証内容と成果

〇福知山市部活動改革検討会議を開
催。福知山市の地域移行に係る協議を
行った。
〇コーディネーター会議を開催。各学校の
部活動の現状把握及び地域移行に向け
た検討・調整を行った。
〇市立中学校校長会で現状説明及び意
見交換を行った。
〇市立中学校教頭会で現状説明及び意
見交換を行った。
〇市内高等学校に現状説明及び協力依
頼を行った。
〇市立中学校の種目専門部長・委員長
と協議を行った。

〇検討会議を年間６回開催した。検討委員に小・中学校PTA代表を加え、保護者の意見も聴取でき
た。また、令和７年度中の策定をめざし、基本計画・基本構想の検討をした。
〇総括コーディネーター３名を配置し、コーディネーター会議で随時情報共有を行い、課題について話し
合うことができた。
〇校長会、教頭会、競技団体、市内高校、公立大学とそれぞれの立場から地域移行への意見を聞き、
現状把握を行うことができた。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

総括コーディネーター
・事務局との協議を随時開催し、情報の共有を図った。
・各クラブを巡回し、状況把握を行った。

より効率的で効果的な運営を行う体制づくりを行うため下記を検討してい
る。
・総括コーディネーターの位置づけ、業務内容の見直し
・事業運営の一部を民間業者等（文化部活動と合わせて）に委託する。
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取組内容

2.実証内容と成果

〇令和６年度の新規種目については、市内の各種目連盟・協会から中学生の指導が出来
る専門性・人間性がある人材を派遣してもらい、有意義な指導を受けることができた。

〇令和５年度には、兼業兼職の教員が指導者の半数を占めていたが、市内の各種目連盟・
協会を中心に選出をしてもらったことにより、兼業兼職の教員の割合は30％まで減った。
特に剣道は、兼業兼職の教員はおらず、剣道連盟から選出された指導者で実施することがで
きた。また、兼業兼職を希望する教員のなかには、既存の部活では自分の専門外の競技の顧
問をしていたが、兼業兼職を申請し、専門の競技を教えることができるようになった。

33名

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保

取組事項

取組の成果

指導者の人数

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

〇市内の各種目連盟・協会から人材を派遣しても
らう。
〇部活動の指導を希望する教員が休日に指導を
行うことができる仕組みを構築。

今後の課題と対応方針

本市では指導者の人材確保が大きな課題となってい
るため、人材バンクの検討を行う。
地域クラブ等の健全な活動が推進されるよう、活動す
る生徒・保護者の安心の観点から、指導者研修会等
を実施を検討する。

〇サッカー
兼業兼職の教員 ５名
協会推薦 ５名
〇ソフトボール
兼業兼職の職員４名
外部指導者 １名
外部指導員 １名
〇剣道
連盟推薦 ５名

〇バスケットボール男女
兼業兼職の教員 １名
協会推薦 ５名
〇バレーボール男子
協会推薦 ６名

（うち１名兼業兼職）
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取組内容

2.実証内容と成果

〇学校と連携して進めていくため、中学校校長会や教頭会にお
いて、本市の取組及び今後の見通し等の説明及び意見交換を
実施。
〇福知山公立大学、市内高等学校との連携を検討。

〇中学校校長会や教頭会を訪問し、それぞれの立場から地域
移行の意見を聞き、現状把握を行うことができた。
〇公立大学や高等学校と意見交換を行い、新たな種目の創
設や合同練習の実施など取組の方向性を見出すことができた。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項

取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

●取組項目名 ク：その他の取組

〇意見交換や現状把握に留まらず、具体的な連携事業の実施とその継続的な運用体制の構築を検討する。
〇他地域の成功事例を参考に、本市の実情に合った連携モデルを構築する。
〇参加生徒の多様性は広がったものの、全体的な参加者数が伸び悩む種目もあった。生徒の多様なニーズに答えるため、関係団体と連携して種目の
充実を図る。

〇休日の運動部活動の地域クラブ
実施を拡大する。

取組事項

取組の成果

〇令和５年度は２種目（サッカー、ソフト
ボール）の実証事業を開始し、令和６
年度は４種目（バスケットボール男女、
剣道、バレーボール男子）を追加し６
種目で実証を行うことができた。
学校部活動とは違う種目に参加する生徒が、バレーボール男子７名、
剣道１名あり、生徒の多様性が広がった。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

基本計画の策定：令和7年度中に基本計画を作成することをめざしている。
運営体制の見直し：より効果的な運営を行うため、総括コーディネーターの配置や業
務内容の見直し。事業運営の一部を民間業者に委託することを検討している。
指導者の人材確保：引き続き人材バンクの検討を行い、指導者研修会等の実施を
検討することで、地域クラブ等の健全な活動を推進し、生徒、保護者の安心を高める
ことをめざす。
移送手段の確保：スクールバスの活用が困難な状況を踏まえ、保護者送迎以外の
移動手段の確保できるか検討する。

●今後に向けて

令和６年度には中学校校長会、教頭会、中体連
の専門部長、専門委員長、受け皿となる関係団体、
市内高等学校、公立大学との意見交換を中心に行
い、現状把握に努めた。
また、実証事業を令和５年度の２種目（サッカー、
ソフトボール）から７種目（サッカー、ソフトボール、
バスケットボール男女、剣道、バレーボール男子、文
化部１）へ拡充した。
指導者については、受け皿となる団体の推薦と部
活動の指導を希望する教員が兼業兼職することで人
材を確保した。
検討会議では、令和７年度中に基本計画を策定
するための協議を行った。

多様性の拡大：学校部活動とは違う種目に参加する生徒が見られ、生徒の多様性
が広がった。
指導者の質の向上：令和6年度の新規種目については、受け皿となる団体から中
学校の指導にふさわしい人材が派遣され、専門性の高い指導を受けることができた。
関係団体との連携：中学校校長会や教頭会との連携により、それぞれ違う立場から
地域移行への意見を聞き現状を把握することができた。また、公立大学や高等学校
との意見交換も行い、新たな種目への創設や合同練習の実施など、取り組みの方向
性を見出すことができた。
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2.実証内容と成果②

【広報ふくちやま８月号】

参考資料

アンケート結果・広報資料

【生徒への参加啓発チラシ】
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果③

【剣道】

【バレーボール男子】 【バスケットボール女子】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

令和4年度
・小学５・６年生、その保護者、中学１・２年生、その保護者、教職
員を対象に実態調査を実施し、地域移行に対する認知度、児童生
徒のニーズ把握を行った。
・令和5年度から9年度までの5年間を目途に、計画案とロードマップを
作成し、令和5年度から実証事業実施に係る予算計上を行った。
令和5年度
・学校、スポーツ協会、文化協会、学識経験者、総括コーディネーター、
行政等で組織する検討会議を設置し、実証種目福知山スタイルの
部活動の地域移行に係る基本的な考え方を検討した。
・10月から実証事業2種目（サッカー・ソフトボール）開始した。
令和6年度
・検討会議で基本計画及び基本構想を策定するため協議を行い、令
和7年度中の策定を目指している。
・実証種目を6種目に拡大し、検証を行った。

●実施にあたって生じた課題
・会場までの送迎に令和5年度はスクールバスを活用できたが、運転
手不足など課題も多く、今年度はスクールバスを活用をせず、保護者
送迎等で実施したがホリデークラブへの参加が低かった要因の一つに
なった。移動手段の課題は重要である。
●実施内容、工夫した点 等
・地域移行を見据えて、実施運営（参加者への出欠連絡等）を一
部競技団体に担ってもらった。

令和４年

地域移行に関
する実態調査、
地域移行ロー
ドマップ作成

地域クラブ活動
の開始
（2種目）

令和５年 令和６年 令和７年以降

検討会設置、
総括コーディ
ネーター配置

実証種目の選
定、実施校の
選定、部活動
の現状把握

地域クラブ活動
の拡大（6種
目）、アンケート
調査

地域クラブ活動
の運営業務委託
開始、地域クラブ
の拡大
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

京都府 舞鶴市

自 治 体 名 ：
担 当 課 名 ：
電 話 番 号 ：

京都府舞鶴市

０７７３-６６-００２８（教育未来課）
教育未来課・スポーツ振興課・文化振興課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

面積 342.13 k㎡

人口 75,790 人
（令和６年４月１日）

公立中学校数 ７ 校

公立中学校生徒数 1,941 人

運動部活動数 62 部活

市区町村の協
議会・検討会議
等の設置状況

舞鶴市部活動地
域移行あり方検
討会（令和５年
度設置）

市区町村の推進
計画・ガイドライン
等の策定状況

舞鶴市部活動地
域展開推進計画
（令和6年度策定）

舞鶴市は京都府の北部にあり、城下町として
発展してきた西地区と明治時代に軍港として新
しく発展した東地区からなる。中学校は生徒数
400人程度の中規模校が４校と100人弱の小
規模校が３校の計7校がある。少子化等の影
響で生徒数と教員数は減少傾向にあり、どの学
校も休部や廃部、合同チームの設置が増えると
ともに、複数顧問の配置ができなかったり、経験
の無い教師が指導しなければならなかったりと
様々な課題を抱えている。また、五老ヶ岳という
山を境に東西に分かれているため、東西間は自
転車での移動が難しく、市街地周辺では活動
場所までの距離が長いため、移動に課題もある。
本市は令和３年度から国の地域部活動推進
事業を受託し、部活動の段階的な地域移行に
向けた取組を進めてきた。令和３年度は、市ス
ポーツ協会所属の協会や連盟の主導で合同練
習を実施した経験がある「柔道」「剣道」「陸上
競技」の３競技で事業を実施した。令和４年
度は、団体競技の「ソフトボール」と既存の部活
動にはない「基礎部活」の２競技を加えて実施

した。「基礎部活」とは競争や勝敗に強くこだわら
ないレクリエーションスポーツ（ゆる部活）と運動
の基礎となるストレッチやトレーニング（トレーナー
部活）のことで、総合型地域スポーツクラブが中
心に取り組んだ。
令和５年度は、実証事業の競技種目を大幅
に増やし、10種目13競技団体の協力の元、
様々なパターンで実施し、競技種目の実情に応
じた地域移行の方向性を検証した。
令和６年度は、スポーツだけではなく、文化系
の実証事業も取り入れ、各スポーツ・文化団体
と中学校教員の連携をメインに取り組んだ。
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会・首長部局合同
・舞鶴市の部活動地域移行への計画・立
案
・舞鶴市部活動地域移行あり方検討会
の開催
・スポーツ団体・文化団体との連携
・広報活動

令和６年４月 ・中学校部活顧問長へ令和６年度実
証事業説明会
・各中学校へ実証事業参加募集の案
内発送（一次）
・年間を通して行う実証事業開始（柔
道・剣道・合唱）

令和６年６月 ・各中学校へ実証事業参加募集の案
内発送（二次）

令和６年７月 ・市の広報紙に特集記事を掲載
・中学校長会へ説明及び協力依頼

令和６年８月 ・イベント的に行う実証事業開催
（文化系の体験・ゆる部活）
・スポーツ・文化団体、中学校部活顧問
への説明会及び意見交換会

令和６年10月 ・各中学校へ実証事業参加募集の案
内発送（三次）
・期間を決めて行う実証事業開始
（7競技、1０団体）

令和６年11月 ・第1回舞鶴市部活動地域移行あり方
検討会実施

令和６年12月 ・中学校教職員説明会
・保護者説明会

令和７年１月 ・舞鶴市部活動地域展開推進計画
（案）パブリックコメント実施

令和７年３月 ・第2回あり方検討会実施
・舞鶴市部活動地域展開推進計画策
定

◉教育委員会（学校教育課）
・受入実施団体、学校との調整
・生徒、保護者への連絡
・所定の経費等の支払

◉首長部局（スポーツ振興課・文化振興課）
・活動場所の確保
・スポーツ団体、文化団体への説明
・指導者研修会の計画と実施
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること
中学校数 ７ 校 実施した地域クラブ総数 12 クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） ０クラブ（０ 部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） 12 クラブ

全体の指導者数 80 人 全体の運営スタッフ数 20 人

②各クラブに関すること

クラブ名 運営団体
種別

種目
※新規のものは末
尾に（新）を付け

る

実施回数 実施時
間帯

参加者
（学年別） 実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数

（他クラブと兼務） 会費 大会参加方
法

柔道合同
練習会

舞鶴柔道
連盟 柔道

毎週土曜日
年２６回実
施

10:00
～
12:00

１年２１名
２年１０名
３年１２名

１年間
舞鶴文化
公園体育
館柔道場

９ 人 ２ 人 月会費０円
年会費０円

学校単位で
参加

剣道合同
練習会

舞鶴剣道
連盟中学
錬成部

剣道
月１～２回
年１４回実
施

9:00～
12:00

１年２２名
２年１１名
３年９名

６月～
２月

青葉中
城南中
城北中

８ 人 ３ 人 月会費０円
年会費０円

学校単位で
参加

ソフトボール合
同練習会

舞鶴ソフト
ボール協会 ソフトボール 月２回

計１０回
9:00～
12:00

１年１５名
２年６名

１２月～
３月

和田中
城北中 ９ 人 ２ 人 月会費０円

年会費０円
大会には
参加せず

陸上競技
合同練習会

舞鶴陸上
競技協会 陸上競技 計３回 9:00～

12:00
１年１０名
２年１６名 １２月

文化公園
体育館
白糸中

５ 人 １ 人 月会費０円
年会費０円

大会には
参加せず

バスケットボール
合同練習会

中学校顧
問会

バスケットボー
ル １回 9:00～

12:00
１年２７名
２年２８名 10月

青葉中
白糸中
城北中

９ 人 ３ 人 月会費０円
年会費０円

大会には
参加せず
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

クラブ名 運営団
体種別

種目
※新規のものは末
尾に（新）を付ける

実施回数 実施時
間帯

参加者
（学年別） 実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数

（他クラブと兼務） 会費 大会参加方
法

ソフトテニス
合同練習会

舞鶴ソフ
トテニス
連盟

ソフトテニス 計４回 9:00～
12:00

１年２２名
２年４２名

１１月～
１２月

城南中
伊佐津
前島
丸山

９ 人 ２ 人 月会費０円
年会費０円

大会には参加
せず

卓球合同練
習会

舞鶴卓
球協会 卓球 計４回 9:00～

12:00
１年２７名
２年９名

１１月～
１２月

城北中
城南中
青葉中
白糸中

１１ 人 １ 人 月会費０円
年会費０円

大会には参加
せず

鶴友クラブ 舞鶴野
球連盟 野球 毎週土曜日

計１１回
9:00～
12:00

１年１４名
２年９名

１１月～
１月

伊佐津運
動公園 ３ 人 １ 人 月会費０円

年会費０円
クラブチームで
参加

高野ドジャー
ス

舞鶴野
球連盟 野球 毎週土曜日

計１２回
9:00～
12:00

１年７名
２年５名

１１月～
１月 高野小 ５ 人 １ 人 月会費０円

年会費０円
クラブチームで
参加

中筋少年野
球クラブ

舞鶴野
球連盟 野球 毎週土曜日

計１０回
9:00～
12:00

１年１１名
２年５名

１１月～
１月 城南中 ４ 人 １ 人 月会費０円

年会費０円
クラブチームで
参加

野球合同練
習会

中学校
顧問会 野球 毎週土曜日

計７回
9:00～
12:00

１年７名
２年３名

１１月～
１月 青葉中 ３ 人 １ 人 月会費０円

年会費０円
大会には参加
せず

基礎部活
舞鶴
ちゃったス
ポーツクラ
ブ

ゆる部活
トレーナー部
活

計３回 9:00～
12:00

１年２２名
２年１１名

８月
12月

文化会館
高野小
和田中

５人 ２ 人 月会費０円
年会費０円

大会には参加
せず
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目 剣道

運営団体名 舞鶴剣道連盟中学錬成部

期間と日数 ６月15日 ～ ２月２日
月２回程度（合計14回）

指導者の主な属性 舞鶴剣道連盟指導者・中学校教員

活動場所 舞鶴市内中学校体育館
（青葉中・城北中・城南中）

主な移動手段 徒歩・自転車・保護者送迎

１人あたりの参加会費
等（年額） ０円

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年
指導者65歳以上：1,200円/年

舞鶴剣道連盟中学錬成部 活動概要

●顧問：舞鶴剣道連盟理事として連盟との連携を行い、中学錬成部の責任者と
して部の統括を行う。
●部長：活動における主任者として、生徒への指導、学校や保護者との連携を
行う。
●事務：活動報告や保険加入など事務的な手続きを行う。
●指導者：活動において部長の補助として指導を行う。

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等



7

取組内容

2.実証内容と成果

○舞鶴市部活動地域移行あり
方検討会の充実
○地域クラブ活動に携わる指導
者や競技団体の確保

〇舞鶴市部活動地域移行あり方検討会は11月と３月に開催。
舞鶴市の今後の方向性や地域移行に向けたスケジュールなど、
大切なことについて議論することができた。
〇指導者や競技団体を確保するために、8月に「スポーツ・文化
団体の指導者、中学校部活顧問への説明会及び意見交換
会」を実施することができた。舞鶴市長やあり方検討会の長積会
長から舞鶴市の目指す姿やスケジュールなどを周知することがで
き、中学校部活動顧問の先生と各競技団体が地域移行に向
けて話し合う機会を設けることができた。各競技種目において、
地域の指導者と中学校顧問が定期的に話し合いを持ち連携
を深め、地域移行を進めていくベースをつくることができた。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

〇コーディネーターに関する取組は計画には入れていないが、6年度は学校
教育課の指導主事が実質的に総括コーディネータ-の役割を担った。
・学校や競技団体に対して定期的に課題等のヒアリング・助言等を実施
・実証事業実施に関して学校、参加者、指導者への連絡調整を実施
・地域移行における舞鶴市の理想形に向け、各団体への働きかけを実施

●今年度はコーディネーター予算がなかったため、学校教育課指導主事
が主導したが、来年度以降は役割の明確化と予算化が必要であり、業
務を担う人材の発掘・育成、資質向上を図ることも必要である。
●今後、府が示した地域スポーツクラブ活動の要件等を踏まえ、登録・指
定や指導・助言等を実施する必要があると考える。
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取組内容

2.実証内容と成果

〇学校にある部活動の競技・種目
にとらわれず、地域移行に関心を持
つ指導者に向けて説明会を行い、
実証事業の協力を求めた。

〇クラブチームに対して、地域クラブ
活動におけるルールの順守を呼びか
けた。

〇指導者講習会を行い、指導者の
質の向上に努める。

〇説明会・意見交換会にはスポーツ・
文化指導者や教員が100名以上集ま
り、今後の地域展開について話し合うこ
とができた。また、各団体が令和6年度
と7年度の実証事業について見通しを
持つことができた。
〇競技ごとに結成されているクラブチー
ムの現状を把握し、協力を求めたほか、
学校外の活動についても中学１年生
が入学前に広報することができた。

舞鶴市では既存の社会体
育活動団体と連携した地
域クラブ活動を実施してお
り、人材バンク制度は導入
していない。
新しい地域クラブ活動につ
いては、指導者説明会等
を通じて人材の確保を図っ
た。

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保

取組事項

取組の成果

人材バンクの人数

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

指導者の年齢層は20代か
ら70代まで幅広かった。

人材バンクの年齢構成

9競技12クラブが実証事
業に参加し、活動した。

種目

競技や種目により、資格
の有無にはばらつきがあっ
た。

資格有無

指導者研修の内容
活動前に地域クラブ活動
で指導を実施するにあた
り守るべき事項について周
知したほか、舞鶴市ス
ポーツ協会が主催する理
学療法士による若年層の
競技者に対して怪我をし
ない、させないための実技
を交えた研修を行った。

受講者の声

今後の課題と対応方針
指導者の確保や参加生徒数については右の表の通りであるが、現在の部活所属に対し、参加率は30％であり、
参加生徒をさらに増やすためには、中学校顧問総数を目標に指導者の確保が必要だと考えられる。

「中学生を指導するにあ
たって怪我を未然に防止
することの大切さを学ぶこ
とができた。」、「実技を交
えた研修で具体的な指
導方法などが分かりやすく、
今後の指導に活かすこと
ができる」などの声があった。



9

取組内容

2.実証内容と成果

〇学校にある部活動の競技団体だけでなく、中学生を受入れること
が可能な競技団体にも地域移行の説明を行い、実証事業の協力
を求める。

〇競技ごとに結成されているクラブチームに対して、地域スポーツクラ
ブ活動指針の順守を呼びかけるとともに、活動方針や活動内容など
を把握する。

〇指導者講習会を行い、指導者の質の向上に努める。

●実証事業を実施した結果、それぞれ課題の整理をしながら今後取
り組むこととなる。指導者の確保や参加生徒数については右の表の通
りであるが、現在の部活所属に対し、参加率は30％であり、参加生徒
をさらに増やすためには、中学校顧問総数を目標に指導者の確保が
必要である。
●舞鶴市部活動地域展開推進計画（案）に地域クラブ活動の基
本的なあり方を示したが、今後より具体的な指針を形にする予定。

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項
取組の成果

人材バンクについては計画も活用もしていない

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

〇８月21日の「地域移行・連携のための説明会、意見交換会」に舞鶴市
のスポーツ・文化団体や中学校教員が100名以上集まり、今後の地域展開
についての方向性について話し合うことができた。また、この話し合いを元に各
団体が令和6年度と7年度の実証事業について見通しを持つことができた。
〇競技ごとに結成されているクラブチームの現状を把握し、協力を求めること
ができた。令和6年度末にはこれらの活動について生徒・保護者に広報する
予定である。「指導者講習会」については、今年度末までに実施する予定に
しており、「地域クラブ活動指針」は、今年度中に策定に取り組み、7年度に
は完成の予定である。

今後の課題と対応方針
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

〇年間を通じた実証事業の実
施
・柔道 ・剣道

〇期間を決めた実証事業の実
施（受入れ可能な指導者や競
技団体の発掘）
・野球 ・ソフトボール ・卓球
・バスケット ・ソフトテニス
・陸上競技

〇イベント型の実証事業の実施
（学校にない部活動の実施）
・ゆる部活
・トレーナー部活

〇パターン別の取組
・全中学校生徒を対象に合同で
練習する
・東西など2カ所に分かれて合同
で練習する
・複数の地域クラブ活動から選択
して参加する

参加人数 41 人 指導者数 ８ 人

属性 舞鶴剣道連盟中学錬成部

具体的な内容
＜指導方針＞
・「交剣知愛」を目的に人格の形成と剣道の探求を目指す。
＜練習の流れ＞
・開会挨拶 ・体操、素振り、すり足 ・基本稽古、地稽古 ・まとめ、閉会挨拶

子供の声

・学校の部活動と違い地域クラブ活動では色々な先生に教えてもらえるのが嬉しい。また、地域の
大人もたくさん参加されるので、色々な人とつながりができた。
・他市の道場からもたくさんの生徒が来るので、活気があって自分も頑張ろうと思える。
・中学校から剣道を始め、連盟や道場の事が全く分からなかったが、地域クラブ活動では色々な
人が出入りするので多くの人と知り合いになった。

関係者の声

・地域クラブ活動は多人数を指導するので、いつもと違う指導方法が必要になる。他の先生方と
相談しながら指導方法についても学べるので、指導力向上につながると感じる。
・中学校部活しか知らなかったが、連盟や道場の事も知ることができ世界が広がった。
・指導者が8人いるので、毎回行かないといけないこともなく、自分で調整しながら参加できるのは
嬉しい。

運営経費

・会場費 ０円（中学校体育館使用）
・保険料 生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年
指導者65歳以上：1,200円/年

・指導者謝金
3時間の指導＋交通費：
総額405,000円

活動の詳細
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

〇年間を通じた実証事業の実
施
・柔道 ・剣道

〇期間を決めた実証事業の実
施（受入れ可能な指導者や競
技団体の発掘）
・野球 ・ソフトボール ・卓球
・バスケット ・ソフトテニス
・陸上競技

〇イベント型の実証事業の実施
（学校にない部活動の実施）
・ゆる部活
・トレーナー部活

〇パターン別の取組
・全中学校生徒を対象に合同で
練習する
・東西など2カ所に分かれて合同
で練習する
・複数の地域クラブ活動から選択
して参加する

参加人数 65 人 指導者数 ９人

属性 舞鶴ソフトテニス連盟（ソフトテニス合同練習会）

具体的な内容

＜指導方針＞
・ソフトテニス競技の普及発展を図るために、舞鶴ソフトテニス連盟の指導者が、基本的なスト
ロークとゲームができるまでの様々な技術等（審判技術も含む）の習得、向上を目指し、必要
に応じてクラス分けを行い合同練習会を実施する。
＜練習の流れ＞
・ウオーミングアップ ・基本練習 ・前衛/後衛練習 ・試合形式

子供の声
・普段の練習よりも緊張感があってよかった。
・より詳しい技術を教えてもらい、もっとうまくなれると思った。
・他の学校の人やコーチの方とも練習や試合をすることができて、とても楽しかった。
・回数が少なかったので、もっと練習をしたかった。

関係者の声
・2会場に分けたので、人数は程よく、子どもにとっても指導者にとってもよい環境になった。
・楽しいと言ってくれた子どもがいてよかった。もっと楽しんでほしいし、もっといろいろな経験を積める
ように計画していきたい。
・学校の先生も協力してくださり、指導者が複数いることで、充実した指導をすることができた。

運営経費

・会場費 総額19,550円
・保険料
生徒１人あたり：800円
指導者１人あたり：1,850円
指導者65歳以上：1,200円

・指導者謝金
3時間の指導＋交通費
総額167,400円

活動の詳細
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

〇今年度は柔道と剣道の2競技で年間を通した実証事業を行い、指導者の確保や指導
の方向性などを学校や保護者と共通理解して取り組むことができた。特に柔道では、毎週
土曜日を地域クラブとして練習することができ、学校顧問の負担はほぼなくなった。柔道も
剣道も学校単位で大会に参加しているので、顧問の引率負担などの課題がある。
〇バスケットボール、ソフトテニス、卓球など、学校で多くの部員が所属する競技において、
2カ所で合同練習を行い生徒の参加率や指導者の負担について検証することができた。2
カ所に分けることで交通の不便さが緩和され、生徒にとって参加しやすい状況であったと思
われる。3競技とも2カ所に分かれても、協会や連盟・中学校顧問が協力して取り組み、
多くの指導者を確保することができた。
〇実証事業を実施したすべての競技で、協会や連盟と中学校顧問が連携をしながら取り
組むことができた。今後の地域展開において学校部活動の教育的意義を継承していくはと
ても重要視されており、地域と学校が協力して地域展開に取り組めたことは大きな成果
である。

取組の成果

今後の課題と対応方針
●合同練習会を行った競技は、指導者の確保や生徒の参加のしやすさは成
果としてあげられるが、大会への参加の仕方に課題が残る。どの競技も現時
点では公式大会へは学校単位での参加となっているので、新たな運用を検
討する必要がある。

●今年度は学校部活動をそのまま地域クラブ活動に移行した実証事業は行
わなかったが、今後「学校部活動＝地域クラブ活動」のパターンが出てきた場
合の課題と対応方針を明確にしておく必要がある。
●各競技団体と顧問が今年度の実証事業の生徒参加率等を分析し、どの
ような方法で地域展開をしていくのが良いかを考える必要がある。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等①

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

〇学校以外の施設の使用料の補助
〇指導者謝金・交通費等の補助

・令和8年度2学期に休日の全部活
動を停止するまでは保護者へ費用負
担を求めない。
・令和7年度中にクラブ活動参加にか
かる費用の補助制度等の具体的な
検討を行う。

現在すでに社会体育として活動している団体が
地域クラブ活動も運営する場合は、大きなイニシャ
ルコストはかからないが、新たな地域クラブ活動の立
ち上げを行う場合は、用具費など一定のまとまった
経費がかかるため、補助制度などの検討が必要に
なる。

取組事項 地域クラブに係る経費
■イニシャルコストの分析

持続可能な運営を行うためには、指導者への謝
金や施設使用料などはランニングコストとして見てい
く必要がある。

■ランニングコストの分析

持続的な運営に必要な受益者負担額の試算

年間通じた活動を実施している地域クラブ活動で
現在と同等の活動をすることを想定して試算したとこ
ろ、月会費で最低2,200円は必要であった。
ただしこれは現在市が担っている指導者謝金等の
支払い事務等、地域クラブ運営団体に任せる経費
について十分に見込めていない数値であり、持続可
能な運営に必要な経費はさらに高い金額になること
が想定される。

収支バランス

令和5年度に保護者に実施した実態調査で、
地域クラブ活動の月会費については、3,000
円までという回答が多くを占めており、できるだ
け安価に活動ができる仕組みを構築する必
要がある。一方で、本格的に地域展開した
際の経費が現在の数倍になる見込みである
ことから、複数の財源を確保していくことが重
要である。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

〇学校施設を使用できることで、準備時
間の短縮や活動内容の充実を図ることが
できた。
〇優先的に使用できることで、活動日や
時間の調整がしやすく、計画通りに実証
事業を実施することができた。

取組の成果

●地域クラブ活動が増えることによって、
生徒の活動が活発に行われる反面、活
動場所の確保が難しくなることが予想され
るため、市の施設以外の活用も検討する
必要がある。学校施設の優先予約につい
ては学校との連携を整理しておく必要があ
る。

〇学校の施設・備品の無料貸し出し
〇体育館・グラウンドの優先予約
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

・中学生を受け入れるだけの地域クラブ数が必要である。そのために指導者を増やすこ
とと活動場所の確保が必要である。
・地域クラブまたは学校部活動からの大会への参加について整理することが必要である。
・活動場所への移動に課題がある。特に市街地から離れた地域の課題が大きい。
・地域クラブ活動の参加費として保護者にどれだけ負担を求めるべきか、また経済的に
困窮する世帯の生徒への支援など費用負担のあり方について整理する必要がある。
・指導者謝金や地域クラブ活動立ち上げの際の必要経費について保護者負担だけで
は持続できない可能性がある。地域クラブ活動への補助金の制度を検討する必要が
ある。
・文化系の地域移行において、吹奏楽の楽器の運搬や活動場所の確保の課題が大
きく、どのように地域へ移行するか関係者との協議が必要である。

舞鶴市は令和３年度という早い段階から実証事業に取り組み、様々な方法を試
行錯誤して実践を重ねてきた。毎年度競技ごとに成果と課題が見つかっており、トライ
アンドエラーを繰り返しながら進めている。令和６年度の総括から成果と課題を整理し、
令和７年度、令和8年度の取組につなげたいと考えている。

●今後に向けて

3年間の成果と課題を踏まえ、今年度は「年間を通じて実
施」、「体験的に実施」、「期間を決めて実施」の３つのパター
ンで実証事業を行った。今回の実証事業は、中学校顧問に
地域の指導者と連携してもらうため、積極的な参加を求め、
それぞれの競技でより良い地域移行の姿を考え共有すること
に努めた。また、スポーツだけではなく文化部も新規で取り組
み、合唱や吹奏楽など学校部活動にある活動と、華道、演
劇など学校部活動にはない活動も実証事業として実施した。
今年度の大きな特徴は、地域の指導者・部活動顧問、中学
校教職員、小中学校保護者に対してそれぞれ説明会を行い、
舞鶴市のこれからの部活動地域展開について理解と協力を
求めることができたことである。
・「部活動地域移行説明会・意見交換会」8月21日

（各競技団体・連盟・顧問対象）
・「部活動地域移行教職員説明会(オンライン)」12月4日

（市内中学校教職員対象）
・「部活動地域移行保護者説明会」12月13日

（市内小中学校保護者・地域の方対象）
令和7年度は基本的に６年度と同じように、柔道や剣道な
ど実績のある競技で先行的に土日の地域クラブ活動を「年間
を通じて実施」する。また、2学期以降2ヶ月程度の期間を設
け、休日の学校部活動を停止し、舞鶴市内中学生に関わる
全てのスポーツ・文化活動を対象にした実証事業を行う予定
である。
令和8年度は2学期から休日の学校部活動を地域クラブ活
動に完全移行し、同時に平日の部活動も段階的に地域へ
移行する取組を行う予定である。

・柔道や剣道など年間を通した実証事業を行うことによって、地域へ移行することの見
通しを持つことができた。
・指導者や顧問への説明会、保護者説明会を実施することで、舞鶴市の目指す姿を
広報することができた。
・協会や連盟の理解を得ることができ、地域の指導者と中学校顧問が今後の目指す
姿について一緒に考えることができ、協力して実証事業に取り組むことができた。
・様々な説明会をしたことで、多くの意見をいただくことができ、地域移行を進めていくた
めの貴重な資料となった。
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2.実証内容と成果②

【実証事業生徒案内①】

参考資料

広報資料

【実証事業生徒案内②】
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2.実証内容と成果③

参考資料

広報資料

【実証事業生徒案内③】
【保護者説明会案内】（R6.12.13）
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2.実証内容と成果④

【ニュースレター第4号表面】（R7.1.31）

参考資料

広報資料

【ニュースレター第4号裏面】（R7.1.31）



19

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果⑤

令和5年9月4日
実証事業の参加募集を行い、説明会に
参加した団体に部活動地域移行について
と実証事業の概要と趣旨説明を行った。
実施可能日を学校部活動と調整し、5
回程度の活動日を設けた。10競技13団
体で実施することができた。

令和6年8月21日
「スポーツ・文化団体、中学校部活顧

問への説明会及び意見交換会」を実施し、
舞鶴市長やあり方検討会の長積会長から
舞鶴市の目指す姿やスケジュールなどを周
知した。多くの競技団体が前向きに検討し
ていたが、中には地域スポーツクラブの実施
に見通しが持てない団体が見られた。

令和7年2月～3月
令和6年度の実証事業が終了した各団
体から成果と課題等をヒアリングし、今後の
実施方法や解決策をコーディネーターととも
に検討していく。令和7年度は8年度2学
期からの本格実施に向けたリハーサル的な
実証事業を展開する必要がある。

令和５年度

実証事業参加
団体・チームの
募集と説明会

保護者への周
知徹底

令和６年度 令和７年度

実証事業後の
ヒアリングと課
題の整理

中学校顧問と
各競技団体と
の連携

各競技ごとに地
域クラブ活動の
計画案を策定

実施可能な団体
による地域クラブ
活動の開始

令和6年1月～2月
実証事業が終了した団体からヒアリング
を実施し、次年度以降の取組のためにそ
れぞれの競技の成果と課題を明確にした。
すでに活動中のクラブチームや中学校顧
問と連携して取り組んだ団体が大きな成
果を上げていたということがわかった。

令和6年12月13日
舞鶴市立小・中学校に在籍している児
童生徒の保護者に案内を出し、舞鶴市と
して保護者説明会を実施した。舞鶴市長、
あり方検討会の長積会長、事務局から説
明を行い、広く質問や意見を求めた。この
説明会の様子は動画にまとめ、質問の回
答とともに舞鶴市のHPに掲載し、広く周知
ができるようにした。

令和7年4月～
令和6年度に取組の結果、地域クラブ

活動として実施可能な団体は、年間を通
じての実証事業に取り組む。まだ、検討を
要する団体については、2学期以降の期
間を決めて散り組む実証事業に参加し、8
年度の本格実施に向けて検討を重ねる。
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

京都府 綾部市

自 治 体 名 ：
担 当 課 名 ：
電 話 番 号 ：

京都府綾部市

０７７３-４２-４３２３
学校教育課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

綾部市の部活動地域移行における
～基本的な検討方針～

〇部活動の地域移行を推進するため検討委員会を設
立し、地域移行の推進計画を策定する。
〇運動部の休日の部活動から先行して実施する。
〇学校の小規模化などの課題に対応するため、
拠点校部活動及び合同部活動を推進する。
〇人材バンクを設置し、部活動指導員や指導者
の派遣に努める。
〇実施主体となる団体等を選考する。
〇体制が整った部活動から試験的に活動を開始
する。

現在、 綾部市内には６つの中学校があるが、
適正規模の学校は綾部中学校のみで、他の５
つの学校では、少子化の影響により、生徒数の
減少が進み、チームが結成できない等、従前の
ような部活動の運営ができないため廃部・休部と
なり、部活動の種類が減少し、生徒が希望する
部活動を選択できない状況である。例えば、各
学校の部活動の活動状況としては、綾部中学
校では１９種類の部活動が活動しているが、他
の５つの学校の部活動については、多いところで
も７種類、少ないところでは２種類しか部活動

が活動していない状況にある。また、今後少子
化が進むことが予想され、さらに存続が難しくなる
部活動が増えていくと考えられる。
綾部市教育委員会では、市内の中学校にお

ける望ましい部活動の在り方や地域移行等につ
いて検討し協議するため、「綾部市部活動地域
移行検討委員会」を設置し、子どもたちが多様
な活動を体験できる機会と、少子化の中でも将
来にわたり活動を継続して取り組むことができる
環境を整備するため、基本的な検討方針の下
綾部市独自の部活動の新しい活動スタイル「綾
部モデル」の構築を目指している。

面積 347.10 k㎡

人口 30,035 人

公立中学校数 ６ 校

公立中学校生徒数 714 人

部活動数 43 部活

市区町村の協
議会・検討会議
等の設置状況

設置済

市区町村の推進
計画・ガイドライン
等の策定状況

策定予定

綾部市立中学校の部活動の状況
学校名 生徒（人） 部活動数

綾部中学校 473 19

豊里中学校 88 ７

何北中学校 41 ５

八田中学校 62 ５

東綾中学校 39 ５

上林中学校 11 ２
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運営体制・役割 実証事業の実施スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会
・学校教育課…部活動地域移行の担当課、学校・試験的実施団体との連携・調整

◉首長部局
・文化・スポーツ振興課…部活動地域移行検討委員会に参画
・財政課…予算措置

令和５年６月 第１回部活動地域移行検討委員会を開催。
部活動地域移行の基本方針等を決定。

令和５年８月 第２回部活動地域移行検討委員会の開催。
拠点校部活動、合同部活動について協議。

令和５年９月
ニーズ調査実施（対象：市内の小学５，６
年生とその保護者、中学１，２年生とその保
護者、教職員）

令和５年１０月 第３回部活動地域移行検討委員会の開催。
部活動地域移行の試験的実施について協議。

令和５年１０月
部活動地域移行の試験的実施について実施予
定団体と協議。（バレーボールと陸上競技の２
競技）

令和５年１２月
第４回部活動地域移行検討委員会の開催。
部活動地域移行の試験的実施について令和６
年度から実施を決定。

令和６年 １月 綾部市立中学校６校に部活動地域移行の試
験的実施について説明。参加希望者を募集。

令和６年 ４月
京都府地域スポーツクラブ活動への移行に向け
た実証事業の委託を受けて、バレーボールと陸
上競技の２種目で地域スポーツ活動をモデル
的に開始。

綾部市部活動
地域移行検討
委員会

綾部市
教育委員会

保護者
（PTA）

地域スポーツ団体
（スポーツ協会・
単一競技協会）

地域スポーツ活動
・バレーボール
・陸上競技

首長部局
（文化・スポーツ振興

課）

綾部市立中学校
（６中学校）

・参画 ・参画

・参画（事務
局）

・協議事項の決定

・スポーツ協会から
参画

・希望する生徒が参加

・スポーツ団体が実施
（バレーボール協会、
陸上競技協会）・生徒に周知

・参加申込
・参加生徒の連絡



4

地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること
中学校数 全６校を対象 実施した地域クラブ総数 ２ クラブ

ケース別クラブ数 部活動を地域移行した形のクラブ数（試験的に実施） ２クラブ（６ 部活）

②各クラブに関すること

クラブ名 運営団体 種目 実施回数 実施時間帯 参加者
（学年別） 実施期間 活動場所 指導者数 会費

バレーボール
教室

綾部市
バレーボール
協会

バレーボール 毎週日曜日
（原則）

午前９時
～正午 参加を希望する市内中学生

4月18日
～

2月7日
綾部市立綾部中学校
体育館 10 人 無料

あすれっつ
中学生部門

綾部市陸上
競技協会 陸上競技 毎週土曜日

（原則）
午前９時
～１１時 参加を希望する市内中学生

4月18日
～

2月7日
京都府立綾部高等学校
グラウンド ９ 人 無料
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目 陸上競技

運営団体名 綾部市陸上競技協会

期間と実施日 4月18日～2月7日
原則：毎週土曜日

指導者の主な属性 協会員

活動場所 京都府立綾部高等学校グラウンド

主な移動手段 保護者の送迎

１人あたりの参加会費
等（年額） 無料

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

●あすれっつ中学生部門 活動概要

●実施担当者
役割：活動の管理者として、教育委員会や参加生徒、保護者と連携を行う。

●指導者 ９ 名
役割：生徒への指導を行う。

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等

綾
部
市

業務委託

・競技の指導
・保険の加入

（
綾
部
市
陸
上
競
技
協
会
）

あ
す
れ
っ
つ
中
学
生
部
門

綾部市陸上競技協会が実施
する「あすれっつ中学生部門
（競技教室）」に参加し、専
門の指導者から指導を受ける。
学校に部活動がなく競技に取り
組めなかった生徒も参加が可能。

参加

市
内
６
中
学
校
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備
イ：指導者の質の保障・量の確保
ウ：関係団体・分野との連携強化
エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実
カ：参加費用負担の支援等
キ：学校施設の活用等
ク：その他の取組

少子化の影響により、生徒数
の減少からチームが結成できない
等の理由により、部活動の種類
が減少し生徒が選択できる幅が
狭まっている。所属する学校によ
り部活動の競技が制限されない
ような体制をつくる。
地域クラブ活動の実施に協力
が可能な団体である「綾部市バ
レーボール協会」と「綾部市陸上
競技協会」に地域クラブ活動の
実施を委託し、市内全中学生
を対象にそれぞれの競技の指導
を行う「教室」を開催。学校にバ
レーボール部、陸上競技部の有
無に関わらず希望する生徒が参
加できる形で実施。

平均参加人数 9.2 人（バレーボール）
2.9人（陸上競技） 登録指導者数 10 人（バレーボール）

9人（陸上競技）

具体的な内容

ニーズ調査において、所属する学校にやりたい競技の部活動が無く、部活動の競技が制限
されている状況があり、できる限り、希望するスポーツ活動に触れることができるように検討し、
部活動の有無に関係なく誰でも参加できる形で実施したことから、学校にバレーボール部や
陸上競技部がない生徒も参加している。市内中学生を対象にしており、市立中学校の生
徒だけでなく、中丹支援学校中学部に通う生徒もバレーボール教室に通っている。

陸上競技の状況
 学校に陸上部が無い生徒にとって陸上を経験できる場となっている。
 陸上部に入るには体力的に自信のない生徒が陸上を経験できる場として喜ばれている。
 本格的に陸上競技を始める前の体験の場

バレーボールの
状況

 バレーボール部のない学校の生徒がバレーボールを実施できる貴重な場（支援学校の生徒、男
子バレー部がない学校の生徒などが参加）

 バレーボール部のある学校の生徒にとっては、専門的な技術指導が受けられる。
 土曜日に学校の部活動があっても、日曜日に自主的な練習の機会として参加する生徒もいる。

今後の課題

【陸上競技】
 参加者が少ない。
 現状では、引率体制が組めず「あすれっつ」としては記録会等の大会へ出場できない。
【バレーボール】
 現状では、引率者がおらず、大会へ出場できない
 中学校の体育館を使用しており、活動日の調整が難しい。
 練習への出欠の確認が難しい。

活動の詳細
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

令和7年度については、地域スポーツ活動の試験的実施に「ソフトテニス」を加える
予定で、現在、実施可能な団体と調整を図っている。
また、在籍校に希望する部活動がない生徒が、活躍できる場、大会参加の機会を
保障する。②生徒数の減少により、活動が難しい部活動を救済する。③競技経験の
少ない教員の負担を軽減する。④将来的に学校から部活動を切り離す（完全、段
階的移行）のための下地づくりを行う。という観点から地域スポーツ活動の実施に加え
て、部活動の拠点校化、学校部活動の合同練習会、外部指導者の配置などを予
定している。

●今後に向けて

令和6年度の実証事業として実施した地域スポー
ツ活動は、試験的実施の位置付けで実施しており、
学校の部活動と並行しての実施となったことから、地
域スポーツの活動時間帯と学校部活動の時間帯が
重ならないように配慮し実施した。バレーボール、陸上
競技どちらも、両競技の部活動が無い学校の生徒が
参加し、当初の目的であった所属する学校により部
活動の競技が制限されないような体制をつくるための
第1歩となっている。一方で、両競技の部活動がある
学校は、部活動の一環として参加することも可能とし
ているが、部活動としての参加は少なく、教員の負担
軽減につながっていない状況もある。
活動の費用負担については、学校部活動が存続し
ていることから、当面は、参加者に費用負担を求めな
いこととしており、負担が高額にならないように運営費
用を抑えることができるか、委託先の両協会と協議の
上、運営費用を決定してきた。今後、受益者の可能
な範囲の負担額がどのくらいかを検証していく必要が
ある。

〇陸上競技、バレーボールどちらの競技においても、学校に部活動がない生徒が参加
しており、学校により部活動の競技が制限されない体制づくりに向けて、一歩前進でき
た。
〇全体的に参加者が少ないため、参加しやすい仕組みづくりが必要である。
〇バレーボール教室については、市内中学校の体育館を使用し実施しており、学校の
部活動とのすみ分けが必要で、学校部活動での練習試合の実施にあたって調整が難
しい実施日があった。
〇ボールなどの消耗品は学校のものを使用しているため、消耗品の劣化が早い。地域
スポーツ活動用の消耗品の購入についても検討が必要。
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2.実証内容と成果② 広報資料

【R6年度版生徒への参加啓発チラシ】

参考資料

出典:綾部市教育委員会作製

広報資料

【R７年度版生徒への参加啓発チラシ】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

●ステークホルダー
学校、スポーツ協会、競技団体、地域人材、保護者、市長部局、市教委
●経過
令和５年度６月に検討委員会を設置し、部活動地域移行について検討を開始。部活動地域移行の基本的な検討方針を決定。児童生徒、
保護者、教職員、スポーツ団体、文化団体に対してニーズ調査を実施。令和６年度は、受け入れ体制が整ったバレーボールと陸上競技において
試験的に休日部活動の地域移行を実施することとした。
●実施内容
４月から市内の中学生を対象に「バレーボール教室」を綾部市バレーボール協会に、「陸上競技教室（あすれっつ中学生部門）」を綾部市陸上
競技協会にそれぞれ委託し、地域スポーツクラブ活動として実施。バレーボール教室は日曜日に、あすれっつ中学生部門は土曜日に実施し、在籍
する中学校に部活動が有る無しに関わらず、希望者は参加できることとした。
●実施内容、工夫した点 等
休日のクラブ活動において、活動場所を検討する中で、活動場所の確保や使用料金の負担も考え、バレーボール教室については、市立中学校の
体育館で実施することとした。陸上競技については、陸上競技協会が実施している小学生を対象とした地域総合解放型スポーツクラブ「あすれっつ
あやべ」に中学生部門を設けて京都府立綾部高等学校のグラウンドで実施している。
●今後の展開
令和７年度からは、バレーボール、陸上競技に加えて、ソフトテニスについても休日の地域クラブ活動として土曜日・日曜日に教室を実施する予定
である。（男子：土曜日、女子：日曜日）

令和５年

検討委員会設
置、検討開始

学校現場との調
整、生徒、保護
者への説明

令和６年 令和７年～

ニーズ調査（児
童生徒、保護
者、教職員）

受皿団体の把
握、実施の調
整

地域クラブ活動
の開始

地域クラブ活動
の拡大、拠点校
部活動・合同部
活動の推進
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地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度以降

部活動地域以降検討委員会の設置及び会議の実施（年数回）

生徒の
ニーズ調査 【地域スポーツ活動の実施】

R6年度：2競技（バレーボール、陸上競技）
R7年度：3競技を予定（バレーボール、陸上

競技、ソフトテニス）

【部活動の拠点校化・合同部活動の推進】
在籍校に希望する部活動がない生徒が活動できる
場、大会参加の機会を保障し、将来の地域移行に向
けた下地をつくるため部活動の拠点校化・合同部活
動を推進する。

団体の
受入調査

学校現場との
調整

地域スポーツ活動
を実施する部活動
を段階的に拡大し、
将来的には学校か
ら部活動を切り離し、
地域部活動への完
全移行を目指す。
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